
様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省
産業クラスター間連携等促進事
業

産業クラスター計画における新事業創出の機会を増大させるため、クラスター相互の連携や国際的なクラスター間
ネットワーク形成を促進する。

（項）地域経済活性化
対策費
（目）広域的新事業支
援連携等促進委託費

108,000 1

経済産業省 広域的新事業支援連携等事業
地域経済を支え、世界に通用する新事業が次々と創出される産業集積（クラスター）を形成するため、地域における
支援機関への支援を通じて、企業と大学、研究機関、販路開拓に強みを有する商社等とのネットワーク形成や、ベン
チャー企業、第二創業等の具体的な新事業の創出・事業化支援を行う。

（項）地域経済活性化
対策費
（目）広域的新事業支
援連携等補助金
（目細）広域的新事業
支援連携等事業費補
助金

1,931,218 1

経済産業省
中間支援機能の強化を通じたコ
ミュニティビジネス支援事業

地域で活躍する社会起業家人材の育成やコミュニティビジネスの経営サポート等を行うＮＰＯなどの中間支援機能を
強化し、地域における新たな雇用と所得、地域貢献などのやり甲斐ある仕事の創出など、地域活性化に大きく寄与
するコミュニティビジネスを輩出する。

（項）地域経済活性化
対策費
（目）広域的新事業支
援連携等補助金
（目細）地域新事業活
性化中間支援機能強
化事業費補助金

240,000 1

経済産業省
独立行政法人中小企業基盤整
備機構施設整備費補助金

最先端のイノベーションシーズを事業化し、新産業の育成及び地域産業の活性化を推進するため、大学等の技術
シーズや知見を活用して起業又は新事業展開を行おうとしている者に対し、不足するリソース（貸事業場、経営・販
路開拓等のソフト支援サービス等）を提供し、その成長を促進させる施設（ビジネス・インキュベータ）を整備する。

（項）独立行政法人中
小企業基盤整備機構
施設整備費
（目）独立行政法人中
小企業基盤整備機構
施設整備費補助金

1,251,000 2

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 1 / 6



様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省
新事業育成専門家養成等研修
事業

新事業支援施設（ビジネス・インキュベータ）において起業家支援を行う新事業育成専門家（インキュベーション・マネ
ジャー）を体系的に養成することにより、地域における新事業創出の促進に資する。

（項）地域経済活性化
対策費
（目）広域的新事業支
援連携等補助金
（目細）新事業育成専
門家養成等研修事業
費補助金

94,000 1

経済産業省
地域新生コンソーシアム研究開
発事業

　地域において、新産業・新事業を創出するため、大学等の技術シーズや知見を活用した産学官の強固な研究体制
（地域新生コンソーシアム）を組むことにより、実用化に向けた高度な研究開発を実施する。

（項）産業技術振興費
（目）産業技術研究開発委託費
（目細）戦略的技術開発委託費

（項）中小企業新技術等振興費
（目）中小企業産業技術研究開発委
託費

（項）エネルギー需給構造高度化対
策費
（目）エネルギー使用合理化システ
ム開発調査等委託費
（目細）地域新生コンソーシアムエネ
ルギー研究開発委託費

14,344,000 2

経済産業省
地域新規産業創造技術開発費
補助事業

　地域において、新産業・新事業を創出するため、中堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企業による新規創
業といったリスクの高い実用化技術開発を支援する。

（項）産業技術振興費
（目）地域新規産業創
造技術開発費補助金

（項）エネルギー需給
構造高度化対策費
（目）エネルギー使用
合理化技術開発費等
補助金
（目細）新規産業創造
技術開発費補助金

4,300,135 2

経済産業省 地域資源活用型研究開発事業
　地域での新事業創出のため、地域資源を活用した新商品開発等を目指した、企業と大学等との連携による実用化
研究開発を支援する。

（項）中小企業新技術
等振興費
（目）中小企業産業技
術研究開発委託費

2,000,000 7
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様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省
地域経済・中小企業国際化推進
事業

地域経済の活性化・国際化を図るため、海外調査、専門家派遣等によって内外特定地域間の国際産業交流を加速
させるとともに、地域の枠を超えた広域圏における国際産業交流を支援する。

（項）中小企業対策費
（目）中小企業連携・
技術等支援事業費補
助金
（目細）中小企業海外
展開等支援事業費補
助金
（積算）地域経済・中
小企業国際化推進事
業

216,656 7

経済産業省
ベンチャー国際化支援ネットワー
ク事業

ビジネスシーズ・ニーズ発掘のための海外への専門家派遣、米国の起業家育成施設における我が国ベンチャー企
業の支援、新たな産業分野に係る展示・商談会の開催等を実施する。

（項）中小企業対策費
（目）中小企業連携・
技術等支援事業費補
助金
（目細）中小企業海外
展開等支援事業費補
助金
（積算）ベンチャー国際
化支援ネットワーク事
業

280,229 7

経済産業省 輸出有望案件発掘支援事業
地域において、海外市場を開拓することが見込まれる、やる気と潜在能力を有する中小企業及び商品を積極的に発
掘し、海外での販路開拓を支援する。

（項）中小企業対策費
（目）中小企業連携・
技術等支援事業費補
助金
（目細）中小企業海外
展開等支援事業費補
助金
（積算）輸出有望案件
発掘支援事業

319,782 7

経済産業省 外国企業誘致地域支援事業

①地域等への投資誘導、誘致連携促進
　案件発掘招へいプロセスにおけるＪＥＴＲＯのコーディネート能力を活用し、地域への誘導を図り、地域における連
携促進・投資に繋げる。
②地域への案件紹介に向けた海外での誘致活動
　海外における案件発掘等に向けて人材面での支援を行う。
　ビジネス誘致に知見のある人材を外国に配置し、外国の投資銀行、コンサルティング会社との接触・会談等を行
い、国内各地のビジネス状況に関するタイムリーな情報発信を行いつつ、地域への誘致活動を行う。

（項）経済産業省本省
（大事項）貿易の円滑
化等に必要な経費
（中事項）国際産業交
流促進対策
（目）対内投資促進事
業委託費

650,000 6

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 3 / 6



様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省
中小企業産学連携製造中核人
材育成事業

　我が国産業の強みであった製造現場におけるベテラン人材の高齢化や技術の高度化・短サイクル化に対応して、
製造業の競争力を支える現場「技術」を維持・確保するための実践的な人材育成を、産業界と大学等が一体となっ
て取り組むプロジェクトを実施する。
　具体的には、製造現場に精通した産業界（地域の産業集積等）と大学等との産学連携によって構成されるコンソー
シアムへの助成により、技術と技能の融合人材や開発・設計と生産の融合人材等、先端産業を支える中小企業等
の製造現場の中核人材の育成・強化に向け、必要な知識・スキルの体系化、教育プログラムの開発、製造現場とベ
テラン人材を活用した実践的な人材育成など、新たな人材育成システムを構築・実施する。

（項）中小企業新技術
等振興費
（目）中小企業産学連
携製造中核人材育成
事業委託費

2,830,000 2

経済産業省
コンテンツ国際展開推進強化事
業

我が国コンテンツを世界に発信する場として国際コンテンツカーニバルを開催。コンテンツ・ポータルサイトの活用等
によるネットマーケット整備等により、コンテンツ立国を促進。

（項）情報処理振興対
策費
（目）中小企業戦略的
情報化等委託費

2,000,000 7

経済産業省 地域知的財産戦略本部事業

平成１７年度に、地域において、知的財産に対する普及啓発を図るとともに、戦略的に知的財産を活用するための
環境を整備するため、地方経済産業局の管轄地域ごとに「地域知財戦略本部」(9ヶ所)を設置。各地域において、独
自の「地域知的財産戦略推進計画」に基づき、地域の各種支援組織との連携強化、知的財産人材のネットワーク化
等に関する施策を講じることにより、地域中小企業等の知的財産に関する意識の向上及び適切な利用の促進を図
る。

（項）事務取扱費
　（目）非常勤職員手当
　　（目細）地域知的財産戦略調査
員
　（目）諸謝金
　　（目細）地域知的財産戦略本部
委員等謝金
　（目）職員旅費
　　（目細）地域知的財産戦略本部
連絡調整旅費
　（目）委員等旅費
　　（目細）地域知的財産戦略本部
委員等旅費
　（目）庁費
　　（目細）地域知的財産戦略本部
事業推進費
　　（目細）社会保険料等のうち地域
知的財産戦略本部事業推進費

869,873 1

経済産業省
地域中小企業知的財産戦略支
援事業

地域中小企業の知的財産戦略の策定を支援するため、①知的財産戦略策定支援事業（都道府県等中小企業支援
センターが、地域の中小・ベンチャー企業等を対象として、地域中小企業知的財産戦略支援事業を実施する場合
に、同センターに対して事業費を補助）、②中小企業知財戦略策定人材の育成事業（各地域において知財に係る法
律、技術等の専門家を組織化するとともに、中小企業の知財戦略に対する支援事例を蓄積し、普及啓発）を実施す
る。

（項）事務取扱費
（目）特許情報利用促
進事業費補助金、出
願適正化当指導事業
委託費

586,320 7

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 4 / 6



様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省 市場志向型ハンズオン支援事業

全国９箇所（地域ブロック毎）に支援拠点を設置。マーケティング等に精通した専門家が、新商品・新サービスの開
発・販売に取り組む地域中小企業等の相談に応じ、市場調査、商品企画、販路開拓、事業性の評価等に係るアドバ
イスなど徹底したハンズオン支援を行う。

（項）中小行庁
（目）事業環境向上等
委託費
（目細）市場志向型ハ
ンズオン支援事業委
託費

2,249,749 7

経済産業省 地域企業化力向上支援事業

地域資源を活用した新たな取組が多く創出されるよう、商工会、商工会議所、地場産業振興センター、中小企業組
合、ＮＰＯ等が市町村とも連携しつつ行う交流会や研究会など、地域の中小企業と外部のビジネスパートナーとをつ
なぐ活動（コーディネート活動）等の支援、地域中小企業の取引機会拡大を目的とした商談会や、地域ブランドへの
取組を促進するためのフォーラム等を実施する。

（項）独立行政法人中
小企業基盤整備機構
運営費
（目）独立行政法人中
小企業基盤整備機構
一般勘定運営費交付
金

1,800,000 7

経済産業省
地域資源活用売れる商品づくり
支援事業

地域の中小企業、組合等による地域資源（産地の技術、地域の農林水産品、伝統文化等）を活用した新商品・新
サービスの開発・販売の促進に向けた取組のうち、新規性が高く全国規模のマーケットを狙ったものについて必要な
市場調査、試作品の開発、販路開拓活動、品質管理の高度化等に係る経費を補助する。

（項）中小企業庁
（目）中小企業経営支
援等対策費補助金
（目細）地域資源活用
新事業展開支援事業
費補助金

4,205,855 7

経済産業省 ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業

地域の特性を活かした製品等の魅力・価値を更に高め、世界に通用する高いブランド力（「ＪＡＰＡＮブランド」）の確
立を目指し、商工会・商工会議所が地域の小規模事業者等と一丸となって新商品・デザインの開発・評価、展示会参
加等を行う取組に対し総合的に支援する。

（項）中小企業庁
（目）中小企業経営支
援等対策費補助金
（目細）小規模事業新
市場進出支援事業費
補助金

1,510,218 7

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 5 / 6



様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

経済産業省
戦略的基盤技術高度化支援事
業

我が国経済を牽引していく産業分野（重要産業分野）の競争力を支える重要基盤技術（鋳造、鍛造、切削、めっき
等）の高度化等に向けて、中小企業が行う革新的かつハイリスクな研究開発や、生産プロセスイノベーション等を実
現する研究開発を支援する。
　(1) 川下ユーザーから求められており、かつ、達成が見込まれる技術の方向性・レベル（高技術精度のみならず効
率性や環境負荷を軽減する製法等まで含めた技術開発の方向性）に沿った、革新的かつハイリスクな研究開発等
を、基盤技術を担う川上中小企業とそのユーザー企業、研究機関等からなる共同研究体等において実施する。
　(2) 重要基盤技術に関する現状と今後の発展の方向性・レベル等に係る高度化戦略としてまとめられた技術別指
針に合致したプロジェクトを採択する予定。

（項）中小企業対策費
（目）事業環境向上等
委託費
（目細）中小企業技術
基盤強化等委託費

12,643,672 7

経済産業省 中小モノ作り人材育成事業

中小企業における人材育成や人材確保を行うため、産業界、教育界、プロジェクト管理法人（ＮＰＯ・財団等）の３者
が連携して、次の事業を行う。
（１）高専等活用中小企業人材育成事業
高等専門学校（高専）等の有する設備を活用し、高専の教授やベテラン技術者等の協力の下、地域の中小企業の
ニーズに応じた講義と実習を実施することにより、中小企業の若手技術者育成を支援する。
（２）工業高校実践教育導入事業
各地域の産業界と工業高校、行政等が連携して、学校への企業技術者の講師派遣、教員の現場実習等を行うこと
により、工業高校の実践的な教育プログラムの充実を支援する。

（項）中小企業対策費
（目）事業環境向上等
委託費
（目細）中小企業技術
基盤強化等委託費

799,996 1

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 6 / 6


